
　皆様、こんにちは。「げん気で、よう働く」村上げんようです。
いつも応援ありがとうございます。
　さて、４月からは新年度が始まり、進学・就職・転勤異動、退職
など新しい環境での生活を不安と希望の入り混じった中でスタート
され、約２か月が経とうとしております。
　皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げ
ます。
　滋賀県議会では、令和４年４月26日に４月召集議会が開かれ、岩
佐弘明議長(自由民主党滋賀県議会議員団)・清水鉄次副議長(さざな
み倶楽部)をはじめ委員会配属など決定され、令和４年度の新体制が
スタートいたしました。
　ロシアのウクライナ侵攻に対しては、本年２月に滋賀県議会とし
て非難決議を議決し、政府に対して国際社会の速やかな平和の実現
に全力を尽くすよう強く求めたところです。
　また、コロナ禍に於いて、４回目ワクチン接種の取り組みなど、
まだまだ第７波が懸念される中で、皆様は大変厳しい社会・経済環
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活 動 報 告 ～魅力ある地域づくり “心”と“身体”の『健康』を目指す～

滋賀県立高等技術専門学校　視察

びわ湖放送局　視察

こやり隆史参議院議員　街頭国政報告会にて田村神社例祭　郷中祭予算特別委員会　全体質疑

2 月 定 例 会 議  予算特別委員会全体質疑で質問しました（令和4年3月3日）

≪はじめに≫　滋賀県土地開発公社は公共用地の先行取得を行う中核的専門機関として昭和48年に設立され、これまで県土整備に必要な用地の計画的な取得や工業団地の分譲等を通じて
県勢発展の一翼を担ってきました。しかしながら地価の下落傾向や国や県の厳しい財政状況による公共事業の大幅な縮小を背景に、過年度に取得した用地についても計画の見直しなどに
より県による買戻しが行われず、その所有が長期化するなどの課題を抱えるようになっています。

貸付金の内容について

総合企画部長　滋賀県土地開発公社が県の依頼に基づ
き、公共用地の先行取得事業の実施に必要な資金、そ

れと先行取得済みの用地の管理業務等に係る資金を貸付け
ようとするものでございます。
　現在の対象土地の大半は、保有期間が10年を超える長期
未利用地となっておりまして、面積は約70ヘクタール、資
産額は約60億円となっているところでございます。

貸付金の対象となっている土地の概要について

公共用地先行取得事業資金貸付事業費について

総合企画部長　主な土地は、びわこ文化公園都市、竜
王工業団地北側の残地、旧リゲインハウス整備用地お

よび米原駅周辺中核施設用地が該当しておりまして、いず
れも長期間にわたり利活用が進んでいない土地となってお
ります。

長期未利用地の今後の見込みについて

総合企画部長　米原駅周辺中核施設用地の一部につき
ましては、来年度、公社から買戻しを行いまして、県

東北部工業技術センター用地として活用することを予定し
ております。

　また、びわこ文化公園都市は、大半が保安林や残地森林
でありまして、進入路もない高低差のある地形であります
こと、そして、滋賀竜王工業団地北側の残地につきまして
は、大半が市街化調整区域の保安林となっていること、ま
た旧リゲインハウス用地は、市街化調整区域内であり、接
道条件が悪く、高低差の大きい山林でありますことから、
いずれも開発が灘しいという状況ではございます。
　県としては、引き続き、公社、地元市町、あるいは周辺
の施設を初めとする関係団体とともに利活用方策の検討に
努めてまいりたいと思っております。
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～魅力ある地域づくり “心”と“身体”の『健康』を目指す～

境にあり、日々の暮らしに大変な不安を抱えながら生活されている
と思います。このことをしっかりと受け止め、皆様の安心につなが
るよう、感染拡大防止対策、経済雇用対策に全力を傾けていく所存
でございます。
　四年任期の最終年度となり、より一層皆様方の声に耳を傾け、気
を引き締めて頑張ります。
　今後ともご支援ご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。
　結びに皆様方のご健勝とご多幸、一日
も早いコロナの収束をご祈念しつつ、
ごあいさつとさせていただきます。
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常任委員会･･･厚生・産業常任委員会
特別委員会･･･行財政・新型コロナウイルス感染症等危機管理対策特別委員会(副委員長)
 自由民主党滋賀県議会議員団　政務調査会(副会長)

村上げんよう
所 属 委 員 会

しが自民党「政治セミナー」オープン講座
下村博文衆議院議員(元文部科学大臣)(左)と

厚生・産業常任委員会



約170名の方にご参集いただきました。
誠にありがとうございました。

ガンバローコール 村上げんよう県政報告

鈴木英敬衆議院議員(左)・
小鑓隆史参議院議員(右)と

→

予算の内容について

総合企画部長　ＲＰＡ全庁展開による業務改革事業の
内容は、ＲＰＡのソフトウエアを使用する１年間のラ

イセンス料でございまして、このソフトウエアはデータセ
ンターに置かれたサーバに格納されておりまして、各業務
端末からサーバにアクセスすることで、それぞれ利用が可
能になるということになっております。

ライセンス料ということは、買取りではないので毎年
このぐらいの予算額がこれからもずっと必要というこ

となのか(再質問)
総合企画部長　現在のＲＰＡシステムは、サーバ型と
呼ばれるタイプを１台導入しておりまして、対象業務

が増加しても、対象業務の増加に伴って利用端末が増えま
しても、処理時間帯をずらすなどの対応が可能というよう
なシステムであります。
　予算計上しているライセンス料は、このサーバ型と呼ば
れるタイプ１台分に係るものでございますので、導入業務
がサーバ１台分で処理できる範囲であれば、次年度以降も、
同程度の予算を計上することで業務ができるというふうに
考えております。

このシステムは、２年前から始まっているようですが
課題なども含め、現在の県庁内での状況はどうなって

いるのか

≪はじめに≫　業務の効率化および正確性の向上を図るため、業務自動化システムＲＰＡの全庁への導入活用を行うとあり、985万6,000円計上されています。ＲＰＡ(ロボティック・プロ
セス・オートメーション)とは、人間の代わりにロボットが業務をこなしてくれる自動化ツールのことで、形のあるロボットが人間の代わりに働くのではなく、そのシステムのことでありま
す。ヒューマンエラーを削減し、正確でよりスピードが速く、よく働いて、なおかつコストが安いというメリットがあるようです。

電子県庁推進事業のうち、ＲＰＡ全庁展開による業務改革事業について

総合企画部長　ＲＰＡにつきましては、令和元年度は
５業務、令和２年度は９業務、今年度は12業務を対象

に取組を進めております。
　具体的な業務としましては、あらかじめ入力された宛先
と文面のデータに基づきまして、庁内にメールを自動送信
する業務、あるいは、振込口座の登録用紙をＯＣＲという
文字認識装置で読み取り電子化いたしまして、自動入力す
る業務など、業務時間の削減効果が高いものや庁内での横
展開が見込まれるものを中心に、取組を進めております。
　しかしながら、このＲＰＡで入力するデータについて、
紙の申請書をＯＣＲで読み取って電子化している場合、文
字認識の精度が低いものについては、効果が限定的になる
などの課題がございます。

来年度１年間で全庁全部局に広げられるのか

総合企画部長　来年度から実施を予定しておりますデ
ジタル変革のための庁内人材育成事業におきまして、

ＲＰＡのシナリオを開発できる職員を増やしますとともに、
職員のみでは対応が難しい案件に対しては、外部人材によ
る支援体制を構築したいと思っております。
　来年度から、毎年、20から50業務のＲＰＡを新規展開す
ることにより、全部局への展開を進めてまいりたいと思っ
ております。

このシステム導入によるコスト削減効果や人員削減効
果など、業務改善効果はどのように見込んでいるのか
総合企画部長　来年度以降、毎年、新たに20から50
の業務にＲＰＡを導入したいと考えておりますが、

１業務当たり年間50時間程度の削減効果を見込んでおり
まして、令和４年度から令和７年度までの４年間におきま
して、累積で約２万2,000時間の削減を見込んでいるとこ
ろでございます。
　これを単年度あたりで見ると、約5,500時間の削減とな
りまして、人員で言えば約３人分、経費で言えば約2,100
万円の削減効果があると見込んでおります。
　また、定型的な業務処理という仕事から、関係者との調
整や施策の企画立案といった創造的な仕事への転換という
業務内容の質的向上にも資する取組であるというふうに思
っております。

今後のシステム管理やシステム更新などの費用の見込
みについて
総合企画部長　現在導入しておりますＲＰＡシステム
は、滋賀県独自の仕様に基づく製品というわけではな

く、パッケージの製品でありますため、一般競争入札で調
達をいたしております。このため、契約先が特定の業者に
限定されることはありませんから、毎年の契約更新では、
競争原理が働くことからも、ライセンス料が高額となるこ
とはないものと認識をいたしております。

≪はじめに≫　滋賀県は戦後の拡大造林により、成熟した人工林が伐採の時期を迎えております。これに合わせて木材の利用の時期でもあります。このような森林資源を循環的に利用する
上でもこれらの人工林を主伐し、再造林していくことが急務になっています。主伐により、今よりも多くの木材の供給が期待されるところです。

未来へつなぐ木の良さ体感事業では、どのように県産
木材を利用される事業なのかその内容について
琵琶湖環境部長　木のぬくもりや良さを体感する機会
を提供し、県産木材を積極的に使うことを推進してお

ります。
　主なものとして、工務店等に対して住宅や店舗等におけ
る構造材等の使用量に応じた定額助成を実施しております。
　また、市町等の公共建築物等を整備する事業者に対して、
県産材製品の購入費助成を実施しております。

琵琶湖森林づくり事業費のうち、未来へつなぐ木の良さ体感事業について

　このほか、県産木材を活用した新たな製品開発・商品化
を促進する事業や、子共から大人までを対象とした木への
理解を醸成する木育事業等を実施しております。

地域で再生産できる資源である木材を有効に活用して
いくことは重要と考えるが、近年の公共施設の木造化

を踏まえ、今後の県産材利用の方向について
琵琶湖環境部長　建築資材として木材を利用すること
は、地域の林業・木材産業の活性化やＣＯ₂の固定にも

つながることから、県の整備する低層の公共建築物は原則

木造化を図るよう率先して取り組んでいるところでござい
ます。
　今後もその取組を進めるため、川上から川下の連携を含
めた県産木材の利用に精通した建築士の育成や木造アドバ
イザー制度の活用により、公共施設はもとより、民間建築
物の木造化も促進し、建築物に県産木材が利用されるよう
取組を進めてまいります。

「滋賀もりづくりアカデミー」におけるこれまでの新
規林業就業者数の経過と評価について
琵琶湖環境部長　令和２年度から開始しました新規就
業者コースでは、令和２年度、３年度ともにそれぞれ

５名、計10名の受講生が修了し、修了者のほとんどが県内
において森林・林業に関わる業務に携わっております。
　一方で、県全体の林業就業者数は減少傾向にあるため、

さらなる林業就業者の確保が必要であります。また、林業
事業体の中には、即戦力となる人材を求めた結果、受講生
の就業につながらない事例があり、「滋賀もりづくりアカ
デミー」でも、より実践的な研修が必要であると考えてお
ります。

豊かな森林を未来に引き継ぐ人づくりに向け、次年度以降
についてどう取組を改善して人材育成をされていくのか

琵琶湖環境部長　来年度からは、新規林業就業者の確
保のために、専門の就業支援企業と共同で、新たにＷ

ＥＢサイトを活用した受講生募集に取り組みます。
　また、新規就業者コースに「林業インターン編」を新設
し、実際の作業現場において重機の操作や伐採の経験を積
めるような改善を行い、求人側のニーズに合った人材の育
成を図ってまいります。

≪はじめに≫　林業を進めていく上で、木を植え、育て、そして伐採により収穫をしていくといった現場を支えていただいている林業就業者の確保は重要です。その林業の現場は危険を伴
う大変な仕事であり、さらに林業就業者の高齢化が進み、その数も減少していると聞いております。そのような中、令和元年より「滋賀もりづくりアカデミー」が設立され、林業就業者の
研修や新規の就業者の育成等をしていただいております。

森林経営管理市町等支援事業費のうち、森林・林業人材育成事業について

≪はじめに≫　森林の持つ多面的機能を持続的なものとしていくためには、林野公共事業は非常に重要な事業であり、特に補助造林事業は山の重要な産業である林業を振興するもので、森
林で働く場所の確保により、地域の活性化にも資しています。また、森林資源の循環利用を持続的なものとするためにも主伐・再造林を含め、森林整備を促進させていく必要があるものと
考えています。

林野関係公共事業について

林業施策としてどのようにより効果的に実施するのか 琵琶湖環境部長　今年度を始期とする第２期琵琶湖森
林づくり基本計画に基づき、従来から推進している間

伐等に加えて、「伐って、使って、植えて、育てる」とい
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う森林資源の循環利用に向けて、生
産適地での主伐・再造林を重点プロ
ジェクトとして促進してまいります。

村上げんよう後援会だより

ホームページ

ご連絡を
お待ちして
おります！

後援会会員を募集させていただいております。ご入会していただけます方は、下記までご連絡をお願いします。

TEL：0748-70-3833　FAX：0748-70-3653　E-mail：genyo@ac-koka.jp
ホームページからもご入会いただけます。
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詳しい内容については、滋賀県のホームページをご参照ください。

後援会連絡先

「村上げんようと語る会」
を開催

令和 4 年 4 月16日（土）午前 10 時～

◎しっかりしたコロナ対策の下に行いました。

甲賀市あいこうか市民ホール
日 　　時

場 　　所

ゲスト講師 鈴木英敬 衆議院議員（元三重県知事） 
すず   き   えい  けい


